
Scope1・2温室効果ガス SBT認定取得・TCFD提言賛同 JFR環境マネジメント体制の構築に向けて 温室効果ガス削減取り組み策 ESGモデル店舗

JFRグループでは、代表執行役社長を委員長としたサス
テナビリティ委員会を半期に一度開催することにより、温
室効果ガス排出量削減目標達成に向けた、各事業会社の
実行計画の共有および進捗状況の管理を行っています。さ
らに、取締役会ではサステナビリティ委員会で論議された
内容の報告を受け、ESG課題への長期目標や取り組み進
捗についての監督・論議を行っています。

また、各事業会社においても個別に温室効果ガス削減目
標を設定しています。大丸松坂屋百貨店と消費科学研究
所の2社は、ISO 14001 環境マネジメントシステムの認証
を取得し、年に1回、外部による監査を受審するなど、環境
活動を推進しています。

今後も、当社グループは温室効果ガス削減目標達成に
向けて、環境マネジメントにおけるガバナンスの強化に努
めていきます。

事業会社ごとの目標設定 環境データ算定・集計ルールの策定
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環境ガバナンス ●各社集計体制整備
データ統合 ●グループデータ集計
　 ●データエラーチェック
ステークホルダー対応 ●環境データ開示
　 ●投資家エンゲージメント
施策 ●対応策進捗確認
　 ●対応策策定サポート

データ統合 ●データエラーチェック
施策 ●対応策立案・実施
　 ●対応策進捗確認

環境ガバナンス ●各拠点集計体制整備
データ統合 ●グループデータ集計
　 ●データエラーチェック
施策 ●対応策進捗確認
　 ●対応策策定サポート

JFRグループ環境データ算定・集計体制図

JFR環境マネジメント体制の構築に向けて

JFRグループは、国内外において、百貨店店舗や事務所
など400を超える活動拠点を展開しています。温室効果ガ
ス排出量削減目標達成のために、当社グループの事業会
社別および拠点別での温室効果ガス排出量を正確に算定
するなど、グループ全体で標準化された環境データ算定・
集計の仕組みが必須であると認識しました。その基盤づく
りの一環として、2019年6月、Scope1･2温室効果ガス
排出量算定・集計ルールを策定しました。

そのプロセスでは、はじめに、当社グループのScope1･2
温室効果ガス排出量算定・集計の範囲の設定を行いました。
温室効果ガス排出量算定・集計データの網羅性を確保する

ため、Scope1･2に該当する当社グループの活動拠点、期
間、排出ガスの種類を明確にしました。

次に、温室効果ガス排出量を月度単位で進捗管理する
仕組みを整備しました。温室効果ガス排出量算定・集計デー
タの正確性を確保するため、月度の環境データ入力および
チェック体制、またエネルギー使用実績の裏づけとなる証
書類の管理方法等を明確にしました。

今後は、温室効果ガス排出量算定・集計の効率化と精度
向上のため、当社グループにおける環境データを一元管理
するシステムの導入を進めていきます。これにより、温室効
果ガス排出量削減に向けたガバナンスを強化していきます。
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LR独立保証声明書 
J.フロントリテイリング株式会社の統合報告書 2019 に記載された

2017 年度及び 2018 年度環境データに関する保証 
 
 
この保証声明書は、契約に基づいて J.フロントリテイリング株式会社に対して作成されたものであり

、報告書の読者を意図して作成されたものである。 
 

保証業務の条件 
ロイド レジスター クオリティ アシュアランス リミテッド（以下、LR という） は、J.フロントリテイ

リング株式会社（以下、会社という）からの委嘱に基づき、統合報告書 2019 に記載された 2017 年度

（2017 年 3 月 1 日～2018 年 2 月 28 日）及び 2018 年度（2018 年 3 月 1 日～2019 年 2 月 28 日）の会社

の環境データ（以下、報告書という）に対して、検証人の専門的判断による重要性水準において、

ISAE3000 および、温室効果ガス排出量については ISO14064-3 を検証基準として用いて独立保証業務を

実施した。 
 
我々の保証業務は、会社とその国内外連結会社における運営及び活動、以下の要求事項を対象とする。 
• 報告書が会社の定める報告手順に従っていることの検証 
• 以下の選択された環境データの正確性及び信頼性の評価 1 2 

- エネルギー使用量（原油換算値および MWh） 
- スコープ 1 GHG 排出量（トン CO2e）3 
- スコープ 2 GHG 排出量（トン CO2e） 

 
保証業務の範囲は、会社のサプライヤー及び業務委託先、その他報告書で言及される第三者に関する

データ及び情報を除くものとする。 
 
LR の責任は、会社に対してのみ負うものとする。脚注で説明されている通り、LR は会社以外へのいか

なる義務または責任も放棄する。会社は、報告書内のすべてのデータ及び情報の収集、集計、分析、

公表、及び報告書の基となるシステムの効果的な内部統制の維持に対して責任を有するものとする。

報告書は会社によって承認されており、その責任は会社にある。 
 

検証意見 
LR の保証手続きにおいて、会社が 
• 上述の要求事項を満たしていない 
• 正確で信用できる環境データを開示していない 
ことを示す事実は認められなかった。 
表明された検証意見は、限定的保証水準及び検証人の専門的判断による重要性に基づいて形成された。 
 
注：限定的保証業務の証拠収集は、合理的保証業務に比べて少ない範囲で行われ、各拠点を訪問して元データを確認するより集

計されたデータに重点を置いている。従って、限定的保証業務で得られる保証水準は合理的保証業務が行われた場合に得られ

る保証に比べて実質的に低くなる。 
 

保証手続 
LR の保証業務は、ISAE3000 および、温室効果ガス排出量については ISO14064-3 に従って実施された。

保証業務の証拠収集プロセスの一環として、以下の事項が行われた。 

1 統合報告書 2019 の財務・非財務ハイライトに掲載された 2017 年度、2018 年度の温室効果ガス排出量、エネルギー使用量について限
定的保証業務を行 った。 
2 GHG 排出量の算定は固有の不確かさを持つ。 
3 HFC 漏出量の集計期間は、2017 年度分は 2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日に、2018 年度分は 2018 年 4 月 1 日～2019 年 3 月 31 日と
する。 
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o 報告書内に重大な誤り、記載の漏れ及び誤りが無いことを確認するための、会社のデータマネジ

メントシステムを審査した。LR は、内部検証を含め、データの取り扱い及びシステムの有効性を

レビューすることにより、これを行った。 
o データの収集と報告書の作成に関わる主たる関係者へのインタビューを行った。 
o サンプリング手法を用いて、集計されたデータの再計算と元データとの突合を行った。 
o 2017 年度、2018 年度の環境データの検証を実施した。 
o データの収集及び記録管理の実施状況を確認するため、J.フロントリテイリング株式会社（本

社）、株式会社大丸松坂屋百貨店（本社）、株式会社大丸松坂屋百貨店（東京店）、株式会社パ

ルコ（本社）、株式会社パルコ（池袋店）を視察した。 
 

観察事項 
会社は、今後のGHGデータの報告において、完全性、正確性、信頼性を更に向上することが期待され

る。特に、本社並びに子会社の各々において、確実に内部のデータを管理するシステムを確立するこ

とが望まれる。 
 

基準、適格性及び独立性 
LRはISO14065 温室効果ガス－認定又は他の承認形式で使用するための温室効果ガスに関する妥当性確
認及び検証を行う機関に対する要求事項、ISO17021-1 適合性評価－マネジメントシステムの審査及び
認証を行う機関に対する要求事項 –第1部 要求事項 の認定要求事項に適合する包括的なマネジメントシ

ステムを導入し、維持している。これらは国際会計士倫理基準審議会による国際品質管理基準1と職業

会計士の倫理規定における要求も満たすものである。 
 
LRは、その資格、トレーニング及び経験に基づき、適切な資格を有する個人を選任することを保証す

る。全ての検証及び認証結果は上級管理者によって内部でレビューされ、適用された手続が正確であ

り、透明であることを保証する。 
 

署名 2019 年 7 月 29 日 

 
木下 徳彦 
LR 主任検証人 
ロイド レジスター クオリティ アシュアランス リミテッド 
神奈川県横浜市西区みなとみらい 2-3-1 クイーンズタワーA 10F  
 
LR reference: YKA4005469 
 

Lloyd's Register Group Limited, its affiliates and subsidiaries, including Lloyd’s Register Quality Assurance Limited (LRQA), and their 
respective officers, employees or agents are, individually and collectively, referred to in this clause as 'Lloyd's Register'. Lloyd's Register 
assumes no responsibility and shall not be liable to any person for any loss, damage or expense caused by reliance on the information or 
advice in this document or howsoever provided, unless that person has signed a contract with the relevant Lloyd's Register entity for the 
provision of this information or advice and in that case any responsibility or liability is exclusively on the terms and conditions set out in 
that contract. 
The English version of this Assurance Statement is the only valid version. Lloyd’s Register Group Limited assumes no responsibility for 
versions translated into other languages.  
 

This Assurance Statement is only valid when published with the Report to which it refers. It may only be reproduced in its entirety. 
 

Copyright © Lloyd's Register Quality Assurance Limited, 2019.  A member of the Lloyd’s Register Group.  

JFRグループは、ステークホルダーに公表する環境マネ
ジメント体制の実効性やエネルギー使用量および温室効
果ガス排出量実績値に関して、第三者機関により正確性
および信頼性を確保し評価されることが、着実な削減に向
けて重要であると考えています。そのため、2019年7月、
JFRグループとして初めて2017年度および2018年度の
Scope1・2のエネルギー使用量および温室効果ガス排出
量、また、その算定方法や適切性について、ロイドレジスター 
クオリティ アシュアランス リミテッド（LRQA）による独立保
証声明書を取得しました。

第三者機関における検証のプロセスとして、J.フロント 
リテイリングにおける算定・集計データのガバナンスの実
効性の検証を実施しました。また、当社グループの温室効
果ガス排出の現状を踏まえた、大丸松坂屋百貨店およびパ

第三者保証の取得
ルコの主要店舗の実地検証を実施しました。第三者機関か
らは、グループ全体で400を超える拠点のエネルギー使用
実績を網羅的に算定・集計できていることや、それぞれのデー
タの裏づけが取れる証書等によって正確に算定・集計でき
ていることなどが評価されました。　

今後も、Scope1・2のエネルギー使用量および温室効果
ガス排出量実績値の第三者保証取得に向けた取り組みを
継続します。さらに2019年度からは、サプライチェーン全
体での温室効果ガス排出量削減に向けて、Scope3温室
効果ガス排出量の算定・集計プロセスの精度向上および環
境マネジメント体制の構築に取り組み、第三者保証取得を
目指します。

2018年度環境パフォーマンスデータ（Scope1・2）

2017年度（基準年） 2018年度 増減率

温室効果ガス
排出量（t-CO2）

194,154 182,566 ▲6.0%

電力使用量
（kWh） 333,514,110 328,899,897 ▲7.1%

都市ガス使用量
（㎥N） 5,625,325 5,366,712 ▲4.7%

蒸気・冷温水
使用量（MJ） 233,130,037 237,488,273 1.9%

重油使用量（kl） 6 6 0%

ガソリン使用量
（kl） 708 655 ▲7.5%

天然ガス使用量
（㎥N） 1,040 1,083 4.3%

フロン（kl） 1,504 2,137 42.1%

※ロイド レジスター クオリティ アシュアランス リミテッド（LRQA）による
　第三者保証を受けています。

JFRグループ　事業会社別温室効果ガス排出量 単位：t-CO2

2017年度 2018年度

排出量 排出量 シェア 対前年

（株）大丸松坂屋百貨店 ※1 147,884 137,516 75.3％ ▲7.0％

（株）パルコ ※2 42,981 41,918 22.9％ ▲2.5％

（株）J.フロント建装 553 533 0.3％ ▲3.5％

（株）ディンプル 137 116 0.1％ ▲15.7％

大丸興業（株） ※3 469 461 0.3％ ▲1.8％

（株）J.フロントフーズ 371 389 0.2％ 4.8％

（株）消費科学研究所 196 162 0.1％ ▲17.2％

（株）エンゼルパーク 970 936 0.5％ ▲3.5％

（株）JFR情報センター 445 373 0.2％ ▲16.1％

J.フロント リテイリング（株） 148 161 0.1％ 8.7％

J.フロント リテイリンググループ 合計 194,154 182,566 100.0％ ▲6.0％

※1 （株）大丸松坂屋セールスアソシエイツ、
（株）大丸松坂屋友の会、JFRカード（株）、
（株）JFRサービス、（株）JFRオンライン、
（株）博多大丸、（株）高知大丸、（株）下
関大丸を含む。

※2 （株）ヌーヴエイ、（株）パルコスペースシ
ステムズ、（株）パルコデジタルマーケティ
ン グ、PARCO（Singapore）Pte Ltd、

（株）ジャパン・リテール・アドバイザー
ズを含む。

※3 大丸興業国際貿易（上海）有限公司、大
丸興業（タイランド）（株）、台湾大丸興
業股份有限公司を含む。

JFRグループ　温室効果ガス排出量およびエネルギー使用量

独立保証声明書

Scope3 温室効果ガスについて

Scope1・2温室効果ガス SBT認定取得・TCFD提言賛同 JFR環境マネジメント体制の構築に向けて 温室効果ガス削減取り組み策 ESGモデル店舗
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